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証券コード　2579

2018年３月５日

株 主 各 位

本店：

本社：

福 岡 市 東 区 箱 崎 七 丁 目 ９ 番 6 6 号

東 京 都 港 区 赤 坂 九 丁 目 ７ 番 １ 号

代 表 取 締 役 社 長 吉 松 民 雄

2017年度定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　さて、当社2017年度定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等により議決権をご行使いただく

ことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、2018年３月

26日（月曜日）午後５時45分までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日　　　時 2018年３月27日（火曜日）午前10時（受付開始　午前９時）

２．場　　　所 東京都港区芝公園三丁目３番１号

東京プリンスホテル

２階　「鳳凰」の間

本定時株主総会につきましては、上記会場で開催することとし、前回の開催場所から変更

いたしましたので、ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、

お間違いのないようご注意願います。
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３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．2017年度（2017年１月１日から2017年12月31日まで）事業報告、連結計算書類

ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．2017年度（2017年１月１日から2017年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く｡)５名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

第４号議案 会計監査人選任の件

第５号議案 業務執行取締役に対する業績連動型株式報酬制度に係る報酬決定の件

４．議決権のご行使についてのご案内

(1) 書面による議決権行使の場合

　同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2018年３月26日（月曜日）午後５時45分

までに到着するようご返送ください。

(2) インターネット等による議決権行使の場合

　インターネット等により議決権をご行使される場合には、４頁の【インターネットにより

議決権をご行使される場合のお手続きについて】をご高覧のうえ、2018年３月26日（月曜日）

午後５時45分までにご行使ください。

(3) 議決権の重複行使の取り扱い

①　書面とインターネット等により、二重に議決権をご行使された場合は、インターネット等に

よるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

②　インターネット等によって、複数回数、または、パソコンと携帯電話で重複して議決権を

ご行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただき

ます。
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５．インターネット開示についてのご案内

　当社は、法令および当社定款第16条の規定に基づき、添付書類のうち次に掲げる事項を

当社ホームページ（https://www.ccbj-holdings.com/）に掲載しておりますので、本添付書類には

記載しておりません。

(1) 事業報告の「企業集団の現況」のうち「主要な事業内容」、「主要な拠点等」、「従業員の

状況」および「主要な借入先の状況」

(2) 事業報告の「会社の現況」のうち「業務の適正を確保するための体制」および「株式会社の

支配に関する基本方針」

(3) 連結計算書類の「連結注記表」

(4) 計算書類の「個別注記表」

　したがって、本添付書類は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算

書類および計算書類の一部であり、また、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした

事業報告、連結計算書類および計算書類の一部であります。

以　上

（注）１．本株主総会にご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

２．事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類の内容について、修正を

すべき事情が生じた場合には、当社ホームページ（https://www.ccbj-holdings.com/）に

おいて掲載することによりお知らせいたします。
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【インターネットにより議決権をご行使される場合のお手続きについて】

　インターネットにより、議決権をご行使される場合は、下記事項をご了承のうえ、ご行使いただき

ますようお願い申しあげます。

記

１．インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使サイトをご利用いただく

ことによってのみ可能です。なお、携帯電話を用いたインターネットでもご利用いただくことが

可能です。

【議決権行使サイトＵＲＬ】https://www.web54.net

※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「ＱＲコード」を読み取り、議決権

行使サイトに接続することも可能です。なお、操作方法の詳細については、お手持ちの

携帯電話の取扱説明書をご確認ください。

(ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。)

２．インターネットにより、議決権をご行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に記載の

議決権行使コードおよびパスワードをご利用のうえ、画面の案内にしたがって議案の賛否をご登録

ください。

３．議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金および通信事業者への通信料金

（電話料金等）は株主さまのご負担となります。

以　上

－ 4 －
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【インターネットによる議決権行使のためのシステム環境について】

　議決権行使サイトをご利用いただくためには、次のシステム環境が必要です。

①　インターネットにアクセスできること。

②　パソコンを用いて議決権をご行使される場合は、インターネット閲覧(ブラウザ)ソフトウェア

を使用できること。

③　携帯電話を用いて議決権をご行使される場合は、使用する機種が128bitSSL通信（暗号化

通信）が可能な機種であること。（セキュリティ確保のため、128bitSSL通信（暗号化通信）が

可能な機種のみ対応しておりますので、一部の機種ではご利用できません。スマートフォンを

含む携帯電話のフルブラウザ機能を用いた議決権行使も可能ですが、機種によってはご利用

いただけない場合がありますので、ご了承ください。）

【インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ】

　インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、以下にお問い合わせ

くださいますようお願い申しあげます。

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

【専用ダイヤル】 0120-652-031（午前９時～午後９時）

<議決権行使に関する事項以外のご照会>

0120-782-031（平日午前９時～午後５時、土日祝日を除く）

【議決権電子行使プラットフォームについて】

　管理信託銀行等の名義株主さま（常任代理人さまを含みます。）につきましては、株式会社

東京証券取引所等により設立された株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームの

ご利用を事前に申し込まれた場合、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、

上記のインターネットによる議決権行使以外に当該プラットフォームをご利用いただけます。

－ 5 －
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(添付書類）

事　 業　 報　 告

（ 2017年１月１日から ）2017年12月31日まで

１．企業集団の現況

(1) 事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善が続く中、個人消費においては

消費者マインドに持ち直しがみられるなど、緩やかな回復基調で推移しております。

　清涼飲料業界におきましては、最需要期である夏場に関東や東北などの東日本を中心に長雨と

なり、年末にかけても多くの地域で低温や多雨など、天候不順の影響を受けたものの、清涼飲料

各社が特定保健用食品や機能性表示食品等の付加価値を訴求した製品の投入に積極的

に取り組んだことなどから、市場はほぼ前連結会計年度並みとなりました。

　健康食品業界におきましては、消費者の健康意識の高まりを背景に、市場の拡大が続き、各社

の機能性表示食品の積極的な投入や他業種からの新規参入が続くなど、引き続き激しい競争環境

は継続しております。また、化粧品業界におきましては、消費者ニーズの多様化やインバウンド

需要の取り込みが継続しており、市場は堅調に推移しております。

　このような経営環境の中、新たなビジネスチャンスを獲得し、持続的な成長を可能とすべく、

コカ･コーラウエスト株式会社とコカ･コーライーストジャパン株式会社は2017年４月１日を効力

発生日として、株式交換および吸収分割を併用した経営統合を行い、同日付で「コカ･コーラ

ボトラーズジャパン株式会社（現コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社、

以下、当社という。）」が発足いたしました。経営統合後、当社は、2020年までの中期事業計画

「Ｇｒｏｗｔｈ Ｒｏａｄｍａｐ ｆｏｒ 2020 ＆ ｂｅｙｏｎｄ」を発表し、重点項目として、

収益を伴う売上高の成長、統合シナジーの創出、株主価値向上を実現するオペレーションモデル

と財務戦略の確立、そして人材育成への投資と地域社会への貢献を掲げました。これらの

取り組みに注力することで持続的成長と経営統合によるシナジー効果を創出し、国内の

清涼飲料市場のリーダーとして業界の成長を牽引してまいります。

　当社は、この中期事業計画に基づき、2017年は収益力の強化と2018年の成長に向けた強固な

基盤を確立する年と位置づけ、スピード感を持って統合を進めてまいりました。当連結会計

年度の主な取り組みと実績は以下のとおりです。

　・親会社株主に帰属する当期純利益は経営統合により前連結会計年度比381.3％増、

プロフォーマ業績（実質業績。2017年1月から統合されていたものと仮定し、また、2016年

の実績も同様の基準で見積もって比較したもの）では前連結会計年度比61.8％増

　・経営統合シナジーとコスト削減効果を計画どおりに創出

　・統合初日から機能別組織運営

　・ＥＲＰシステム（統合基幹業務システム）「CokeOne+」の導入・展開決定

－ 6 －
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　・ベンディング（自動販売機）チャネルの再成長と事業構造変革を目指す「ベンディング戦略

プロジェクト」を開始

　・ビジネスシステム統括本部を新設し、事業基盤の要となるＩＴを強化

　・キーアカウントマネジメント統括本部を新設し、広域顧客への営業体制を一元化

　・「地域密着」と「顧客起点」に基づき、地域の特性に応じたきめ細かい営業活動の実行に

向け、地域営業本部体制を確立（2018年１月１日付）

　・清涼飲料事業の事業会社の統合等、グループの簡素化・最適化を目指した組織再編を当初

計画から前倒しで実施。グループ内法人数は、経営統合時の25社から2018年１月１日時点で

16社に減少

当連結会計年度の経営成績の状況は、次のとおりであります。

＜売上高＞

　清涼飲料事業は、2017年４月１日を効力発生日とした経営統合の影響等により、売上高は、

前連結会計年度に比べ4,144億９千１百万円増加し、8,428億８千５百万円（前連結会計年度比

96.8％増）となりました。ヘルスケア・スキンケア事業は、新製品の導入の遅れなどにより

売上高は、前連結会計年度に比べ23億２千４百万円減少し、29 7億３千７百万円

（同比7.2％減）となりました。これにより、セグメント合計の売上高は、前連結会計年度に

比べ4,121億６千７百万円増加し、8,726億２千３百万円（同比89.5％増）となりました。

＜営業利益および経常利益＞

　清涼飲料事業は、上述した経営統合の影響による売上高の増加に加え、有形固定資産の

減価償却方法変更やコスト削減施策の実行による費用の減少などにより、営業利益は、

前連結会計年度に比べ190億５千３百万円増加し、374億２千２百万円（同比103.7％増）と

なりました。ヘルスケア・スキンケア事業は、上述した売上高の減少等があったものの、

コスト削減等による費用の減少により、営業利益は、前連結会計年度に比べ３億８千２百万円

増加し、31億５千６百万円（同比13.8％増）となりました。これにより、セグメント合計の

営業利益は、前連結会計年度に比べ194億３千５百万円増加し、405億７千９百万円

（同比91.9％増）となりました。

　また、主に営業利益の増加により、経常利益は、前連結会計年度に比べ192億５千７百万円

増加し、398億５千９百万円（同比93.5％増）となりました。

＜親会社株主に帰属する当期純利益＞

　親会社株主に帰属する当期純利益は、経常利益の増加等や特別損失の減少等により前連結

会計年度に比べ199億９千９百万円増加し、252億４千４百万円（同比381.3％増）と

なりました。

－ 7 －
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（参考）

　2017年１月１日から経営統合したものと仮定し、前連結会計年度の実績を同様の基準で

見積もった場合の業績（プロフォーマ業績）と比較すると、次のとおりであります。

　当連結会計年度は、清涼飲料事業におきまして、天候不順の影響に加え、ベンディング

（自動販売機）チャネルの不振、小容量パッケージへの注力による収益改善活動等により、

販売数量が前連結会計年度比微減となり、売上高は、前連結会計年度に比べ211億４千万円

減少し、9,91 5億６千３百万円（前連結会計年度比2.1％減）となりました。一方、

清涼飲料事業における製造コスト削減や統合シナジーの創出等により営業利益は、

前連結会計年度に比べ17億４百万円増加し、421億４百万円（同比4.2％増）、親会社株主に

帰属する当期純利益は、前連結会計年度に比べ98億６千９百万円増加し、258億３千６百万円

（同比61.8％増）となりました。

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した設備投資は総額425億円であります。

　その主なものは次のとおりであり､いずれも清涼飲料事業におけるものであります。

ａ．自動販売機、クーラー等販売機器取得

ｂ．多摩工場ボトル缶対応工事

　なお、セグメント別の設備投資額は、清涼飲料事業で421億円、ヘルスケア・スキンケア事業で

４億円であります。

(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割

　当社は、持株会社体制へ移行することを目的に、当社の完全子会社である新ＣＣＷ設立準備

株式会社を吸収分割承継会社として、2017年４月１日付で、当社のグループ経営管理事業

および資産管理事業を除く一切の事業に関する権利義務を承継させる吸収分割を行いました。

　また、これに伴い、同日付で新ＣＣＷ設立準備株式会社の商号をコカ･コーラウエスト

株式会社に変更しております。

(5) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得の状況

　当社は、コカ･コーライーストジャパン株式会社との経営統合を目的として、2017年

４月１日付で、当社を株式交換完全親会社、コカ･コーライーストジャパン株式会社

を株式交換完全子会社とする株式交換を実施いたしました。

－ 8 －

事業の経過および成果、設備投資の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割、他の会社の株式その他の持分または新株予約権等
の取得の状況
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(6) 直前３連結会計年度の財産および損益の状況

区 分 2014年度 2015年度 2016年度
2017年度

(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 424,406 440,476 460,455 872,623

営 業 利 益(百万円) 11,008 14,262 21,143 40,579

経 常 利 益(百万円) 10,609 13,723 20,602 39,859

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 4,482 9,970 5,245 25,244

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益(円) 41.07 91.35 48.05 144.26

総 資 産(百万円) 337,260 378,105 377,468 883,918

純 資 産(百万円) 254,150 260,878 261,173 627,485

１ 株 当 た り 純 資 産(円) 2,325.19 2,386.81 2,389.28 3,070.01

（注） １．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき、また､１株当たり純資産は､期末発行済
株式総数に基づき算出しております。なお、発行済株式総数につきましては、自己株式数を控除した
株式数によっております。

２．2017年度の各数値は、2017年４月１日付のコカ･コーライーストジャパン株式会社との株式交換に
伴う変動を含んでおります。

(7) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、清涼飲料業界におきまして、個人消費の持ち直しが期待される

ものの、少子高齢化および消費者ニーズの多様化がさらに進み、清涼飲料各社との競争環境は

厳しい状況が続くと予想されます。

　このような状況の中、当社グループは、清涼飲料事業およびヘルスケア・スキンケア事業の

両事業におきまして、「成長戦略」、シナジー創出等を通じた「効率化戦略」および

「構造戦略」を３つの柱として、活動してまいります。

　清涼飲料事業におきましては、『地域密着』、『顧客起点』の営業活動を強化すべく、

６エリア体制を敷き、各エリアの特性に応じたマーケティングプランの策定と市場実行の

徹底により、利益を伴う売上高の拡大を図ってまいります。また、競争優位のベンディング

ビジネスモデルの構築に向け、生産性向上・効率化につながる優先課題への取り組みを

強化するとともに、中長期的でのビジネスモデル変革に取り組んでまいります。さらに、

経営統合によるシナジーを創出し、それを原資として会社の持続的な成長につながる投資を

実施してまいります。

　また、健康食品業界および化粧品業界におきましては、市場の拡大が期待されるものの、

他業種からの参入などにより販売競争の激化が見込まれます。

　このような状況の中、ヘルスケア・スキンケア事業におきましては、第二のスター商品を

創るべく、健康寿命の延伸等、お客さまニーズを捉えた新商品の開発に注力してまいります。

また、新たなお客さま層を獲得すべく、お客さまへのマーケティングおよびコミュニケーション

手法を強化してまいります。

－ 9 －
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(8) 重要な子会社の状況（2017年12月31日現在）

名 称 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

コカ･コーライーストジャパン株式会社 100 100.0 飲料・食品の製造、販売

コ カ ･ コ ー ラ ウ エ ス ト 株 式 会 社 100 100.0 飲料・食品の製造、販売

四国コカ･コーラボトリング株式会社 100 100.0 飲料・食品の製造、販売

コカ･コーラウエストベンディング株式会社 80 100.0 自動販売機のオペレーション

Ｆ Ｖ イ ー ス ト ジ ャ パ ン 株 式 会 社 100 100.0 飲料の販売

西 日 本 ビ バ レ ッ ジ 株 式 会 社 100 100.0 飲料の販売

コカ･コーラウエストセールスサポート株式会社 80 100.0 拠点内勤事業

コカ･コーラウエストプロダクツ株式会社 100 100.0 飲料の製造

コカ･コーラウエスト販売機器サービス株式会社 22 100.0 自動販売機関連事業

キ ュ ー サ イ 株 式 会 社 349 100.0 健康食品および化粧品等関連商品の
製造・販売

（注）１．議決権比率は、子会社を通じた間接保有分を含んでおります。

２．2017年４月１日付で株式交換によりコカ・コーライーストジャパン株式会社を完全子会社化
したことおよび同日付で、当社の完全子会社である新ＣＣＷ設立準備株式会社へ、当社の
グループ経営管理事業および資産管理事業を除く一切の事業に関する権利義務を承継させる
吸収分割を行ったうえで新ＣＣＷ設立準備株式会社の商号をコカ・コーラウエスト株式会社へ
変更したことに伴い、コカ・コーライーストジャパン株式会社、コカ・コーラウエスト株式会社
およびＦＶイーストジャパン株式会社を当連結会計年度より重要な子会社に追加しております。

３．2018年１月１日付で、コカ・コーラウエスト株式会社は、四国コカ・コーラボトリング株式会社、
コカ・コーラウエストプロダクツ株式会社およびコカ・コーラウエスト販売機器サービス株式会社
を吸収合併しております。

４．2018年１月１日付で、コカ・コーライーストジャパン株式会社は、コカ・コーラウエスト株式会社、
コカ・コーラビジネスソーシング株式会社を吸収合併し、商号をコカ・コーラ ボトラーズジャパン
株式会社へ変更しております。

５．2018年１月１日付で、ＦＶイーストジャパン株式会社は、西日本ビバレッジ株式会社、四国
キヤンテイーン株式会社および株式会社エフ･ヴィ･コーポレーションを吸収合併し、
商号をＦＶジャパン株式会社へ変更しております。

６．

７．

2018年１月１日付で、コカ・コーラウエストベンディング株式会社は、商号をコカ・コーラ
ボトラーズジャパンベンディング株式会社へ変更しております。
2018年１月１日付で、コカ・コーラウエストセールスサポート株式会社は、商号をコカ・コーラ
ボトラーズジャパンセールスサポート株式会社へ変更しております。

－ 10 －

重要な子会社の状況
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８．当事業年度末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

特定完全子会社の名称 コカ・コーライーストジャパン株式会社

特定完全子会社の住所 東京都港区赤坂六丁目１番20号

当社および当社の完全子会社における特定
完全子会社の株式の帳簿価額の合計額

342,460百万円

当社の総資産額 475,219百万円

２．会社の現況

(1) 株式の状況（2017年12月31日現在）

ａ．発行可能株式総数　　　　　　　　　　　　　　　　500,000千株

ｂ．発行済株式の総数（自己株式2,015千株を除く）　　 204,253千株

ｃ．株主数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 60,437名

ｄ．大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
日 本 コ カ ･ コ ー ラ 株 式 会 社 27,956 13.7

株 式 会 社 リ コ ー 17,075 8.4

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 7,376 3.6

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,039 3.0

東洋製罐グループホールディングス株式会社 5,604 2.7

公 益 財 団 法 人 新 技 術 開 発 財 団 5,294 2.6

 摩 酒 造 株 式 会 社 4,699 2.3

株 式 会 社 千 秋 社 4,088 2.0

コカ･コーラホールディングズ・ウエストジャパン・インク 4,074 2.0

三 菱 重 工 機 械 シ ス テ ム 株 式 会 社 3,912 1.9

（注）当社保有の自己株式2,015千株につきましては、上記の表および持株比率の計算より除いております。

－ 11 －
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(2) 会社役員の状況

ａ．取締役の状況（2017年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 吉 松 民 雄 社長
コカ･コーライーストジャパン株式会社代表取締役社長
コカ･コーラウエスト株式会社代表取締役社長
西日本鉄道株式会社社外取締役

代 表 取 締 役 ヴィカス・ティク 副社長ＣＦＯ
兼 ゼネラルマネジャートランスフォーメーション
コカ･コーライーストジャパン株式会社取締役
コカ･コーラウエスト株式会社取締役

取 締 役 古 賀 靖 教 上席執行役員 総務本部長

取 締 役 コステル・マンドレア 上席執行役員 営業本部長
コカ･コーライーストジャパン株式会社副社長執行役員

取 締 役 吉 岡 　 浩

取 締 役
（監 査 等 委 員(常 勤 )）

田 口 忠 憲

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

三 浦 善 司 株式会社リコー 特別顧問

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

イリアル・フィナン THE COCA-COLA COMPANY〔ザ コカ･コーラ カンパニー〕
上級副社長（ボトリング投資グループ社長）

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

ジョン・マーフィー THE COCA-COLA COMPANY〔ザ コカ･コーラ カンパニー〕
COCA-COLA ASIA PACIFIC GROUP 社長

（注）１．当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。
(1) 2017年３月22日開催の2016年度定時株主総会において、ヴィカス・ティク、コステル・マンドレア

および吉岡　浩の３氏は取締役に新たに選任され、2017年４月１日をもって就任いたしました。
(2) 2017年３月22日開催の2016年度定時株主総会において、三浦善司、イリアル・フィナンおよび

ジョン・マーフィーの３氏は取締役（監査等委員）に新たに選任され、2017年４月１日をもって
就任いたしました。

－ 12 －

会社役員の状況
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(3) 2017年３月31日をもって、柴田暢雄、竹森英治、深見利雄、岡本繁樹、藤原義樹、本坊俊一郎
および三浦善司の７氏は任期満了により取締役を退任し、宮木博吉、一木剛太郎、礒山誠二
および大神朋子の４氏は取締役（監査等委員）を辞任により退任いたしました。なお、当該取締役
の退任時における地位および担当は以下のとおりであります。

氏 名 退 任 時 の 地 位 退任時の担当および重要な兼職の状況

柴 田 暢 雄 代 表 取 締 役 副社長
特定非営利活動法人市村自然塾九州代表理事
株式会社九州リースサービス社外取締役

竹 森 英 治 取 締 役 グループ上席執行役員
コカ･コーラウエスト販売機器サービス株式会社
代表取締役社長

深 見 利 雄 取 締 役 グループ上席執行役員
コカ･コーラウエストセールスサポート株式会社
代表取締役社長

岡 本 繁 樹 取 締 役 常務執行役員 ＣＳＶ統括部長

藤 原 義 樹 取 締 役 常務執行役員 営業統括本部長

本 坊 俊 一 郎 取 締 役 常務執行役員 営業統括本部九州営業本部長

三 浦 善 司 社 外 取 締 役 株式会社リコー代表取締役 社長執行役員・ＣＥＯ

宮 木 博 吉 取 締 役
（常任監査等委員(常勤））

一 木 剛 太 郎 社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

弁護士、宏和法律事務所
日本司法支援センター（法テラス）東京地方事務所所長
新日本電工株式会社社外取締役

礒 山 誠 二 社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

株式会社西日本フィナンシャルホールディングス
代表取締役副社長
株式会社西日本シティ銀行代表取締役副頭取
株式会社プレナス社外取締役（監査等委員）
福岡商工会議所会頭

大 神 朋 子 社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

弁護士、國武綜合法律事務所

２．取締役 吉岡　浩ならびに取締役(監査等委員)三浦善司、イリアル・フィナンおよび
ジョン・マーフィーの４氏は社外取締役であります。

３．取締役 吉岡　浩および取締役(監査等委員)三浦善司の両氏については、当社が株式を
上場している株式会社東京証券取引所および証券会員制法人福岡証券取引所に対し、各取引所の
規則等に定める「独立役員」として届出を行っております。

４．取締役（監査等委員） 田口忠憲氏は、当社の財務および経営企画部門における業務実績を通じて、
財務および経理に関する豊富な経験を有していることから、財務および会計に関する相当程度の
知見を有しております。

５．当社は、監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員である取締役を
除く。）からの情報収集および重要な社内会議における情報共有ならびに内部監査部門と
監査等委員会との十分な連携を可能とすべく、常勤の監査等委員を選定しております。

－ 13 －

会社役員の状況



2018/02/27 0:14:16 / 17355168_コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

６．当社は2018年１月１日付で取締役の担当を以下のとおり変更しております。

会社における地位 氏 名 担　当　の　状　況

代 表 取 締 役 吉 松 民 雄 社長
コカ･コーラ ボトラーズジャパン株式会社代表取締役社長

代 表 取 締 役 ヴィカス・ティク 副社長ＣＦＯ
コカ･コーラ ボトラーズジャパン株式会社代表取締役副社長
ＣＦＯ兼ゼネラルマネジャートランスフォーメーション

取 締 役 古 賀 靖 教 コカ･コーラ ボトラーズジャパン株式会社
上席執行役員 総務本部長
コカ･コーラ ボトラーズジャパンベネフィット株式会社
代表取締役社長

取 締 役 コステル・マンドレア コカ･コーラ ボトラーズジャパン株式会社
上席執行役員 営業本部長 兼 マーケティング統括部長

ｂ．責任限定契約の内容の概要

　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）がその期待される役割を

十分に発揮することができるようにするとともに、社外取締役に限らず、取締役として有用な

人材の招聘を行うことができるよう定款において、取締役（業務執行取締役等であるものを

除く。）の責任限定契約に関する規定を設けております。

　当社と取締役 吉岡　浩、田口忠憲、三浦善司、イリアル・フィナンおよびジョン・

マーフィーの５氏ならびに2017年３月31日をもって辞任により退任した一木剛太郎、礒山誠二

および大神朋子の３氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、

法令に定める最低責任限度額としております。

ｃ．当事業年度に係る取締役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員
報 酬 等 の 種 類

報 酬 等 の
総 額

摘 要
基 本 報 酬 賞 与

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 )

12名
（２名）

362百万円
（11百万円）

114百万円
（－）

476百万円
（11百万円）

（注）１、２

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
( う ち 社 外 取 締 役 )

８名
（６名）

81百万円
（42百万円）

－
（－）

81百万円
（42百万円）

（注）１、２

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

19名
（７名）

443百万円
（54百万円）

114百万円
（－）

557百万円
（54百万円）

（注）２

（注）１．取締役の報酬限度額は、2017年３月22日開催の2016年度定時株主総会における決議により、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）は年額750百万円以内（うち社外取締役については
年額50百万円以内）、2016年３月23日開催の2015年度定時株主総会における決議により、監査等委員
である取締役の報酬限度額は年額100百万円以内とそれぞれ定められております。

－ 14 －
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２．上記には、2017年３月31日をもって退任した取締役７名（うち社外取締役１名）および取締役
（監査等委員）４名（うち社外取締役３名）に支給した報酬等を含んでおります。また、支給人数の
合計は取締役、監査等委員である取締役の重複する人数（１名）を除いて記載しております。

ｄ．社外役員に関する事項

(a) 他の法人等の業務執行取締役等および他の法人等の社外役員等との兼職状況等

（2017年12月31日現在）

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況

社 外 取 締 役 吉 岡 　 浩
社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

三 浦 善 司 株式会社リコー　特別顧問

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

イリアル・フィナン THE COCA-COLA COMPANY〔ザ コカ･コーラ カンパニー〕
上級副社長（ボトリング投資グループ社長）

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

ジョン・マーフィー THE COCA-COLA COMPANY〔ザ コカ･コーラ カンパニー〕
COCA-COLA ASIA PACIFIC GROUP 社長

（注）１．当社の社外役員が業務執行取締役等を兼職する当該他の法人等との関係は次のとおりであります。
(1)
(2)

当社と株式会社リコーとの間に記載すべき関係はありません。
THE COCA-COLA COMPANYは当社の「その他の関係会社」であり、当社は、同社との間に
コカ･コーラ等の製造・販売および商標使用等に関する契約を締結するとともに、資本業務提携
契約を締結しております。

２．201 7年３月31日をもって、一木剛太郎、礒山誠二および大神朋子の３氏は、取締役を
辞任により退任いたしました。なお、当該取締役の在任中における、他の法人等の業務執行取締役等
および他の法人等の社外役員等との兼職状況等は次のとおりであります。

氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 該 他 の 法 人 等 と の 関 係

一 木 剛 太 郎 弁護士、宏和法律事務所
日本司法支援センター（法テラス）
東京地方事務所所長
新日本電工株式会社社外取締役

記載すべき関係はありません。
記載すべき関係はありません。

記載すべき関係はありません。
礒 山 誠 二 株式会社西日本フィナンシャルホールディングス

代表取締役副社長
株式会社西日本シティ銀行代表取締役副頭取
株式会社プレナス社外取締役（監査等委員）
福岡商工会議所会頭

記載すべき関係はありません。

資金の預け入れ等の取引関係があります。
飲料の販売等の取引関係があります。
会費および出向社員の人件費等の支出を
行っております。

大 神 朋 子 弁護士、國武綜合法律事務所 記載すべき関係はありません。

－ 15 －
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(b) 当事業年度中における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 内 容

社 外 取 締 役 吉 岡 　 浩 当事業年度中、当社取締役に就任後に開催した取締役会５回の

すべてに出席し、主に企業経営に関する豊富な経験や見識を

基に、適宜発言を行っております。

社 外 取 締 役

（ 監 査 等 委 員 ）

三 浦 善 司 当事業年度中に開催した取締役会８回、監査等委員会５回の

すべてに出席し、主に企業経営（財務戦略）に関する

豊富な経験や見識を基に、適宜発言を行っております。

社 外 取 締 役

（ 監 査 等 委 員 ）

イリアル・フィナン 当事業年度中、当社取締役に就任後に開催した取締役会５回、

監 査 等 委 員 会 ５ 回 の す べ て に 出 席 し 、 主 に 企 業 経 営

に関する豊富な経験や見識を基に、適宜発言を行っております。

社 外 取 締 役

（ 監 査 等 委 員 ）

ジョン・マーフィー 当事業年度中、当社取締役に就任後に開催した取締役会５回、

監 査 等 委 員 会 ５ 回 の す べ て に 出 席 し 、 主 に 企 業 経 営

に関する豊富な経験や見識を基に、適宜発言を行っております。

（注）2017年３月31日をもって、一木剛太郎、礒山誠二および大神朋子の３氏は、取締役を辞任により退任
いたしました。なお、当該社外役員の在任中における、主な活動状況は次のとおりであります。

氏 名 主 な 活 動 内 容

一 木 剛 太 郎 当事業年度中に開催した取締役会３回、監査等委員会４回の

すべてに出席し、主に弁護士としての専門的見地から、適宜発言

を行っております。

礒 山 誠 二 当事業年度中に開催した取締役会３回、監査等委員会４回の

すべてに出席し、主に金融機関での豊富な経営経験や見識を

基に、適宜発言を行っております。

大 神 朋 子 当事業年度中に開催した取締役会３回、監査等委員会４回の

すべてに出席し、主に弁護士としての専門的見地から、適宜発言

を行っております。

－ 16 －
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(3) 会計監査人の状況

ａ．名称

有限責任 あずさ監査法人

ｂ．報酬等の額

区 分 支 払 額 摘 要

公認会計士法第２条第１項の業務の対価として当社が支払う
べき報酬等の額

102百万円 （注）

公認会計士法第２条第１項の業務以外の対価として当社が支
払うべき報酬等の額

－百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の額 164百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

報酬等の額を区分しておりませんので、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画、監査時間、監査の実施状況および報酬見積りの算出

根拠などの適切性・妥当性を確認し検討した上で、会計監査人の報酬について同意を行っております。

ｃ．非監査業務の内容

　当社の子会社においては、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の

業務（非監査業務）である、再生可能エネルギー特別措置法に基づく業務についての報酬等を

支払っております。

ｄ．子会社の監査に関する事項

　当社の子会社であるコカ･コーライーストジャパン株式会社、コカ･コーラビジネス

ソーシング株式会社およびコカ･コーラアイ・ビー・エス株式会社は当社の会計監査人以外の

監査法人の監査を受けております。

ｅ．会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると

認められる場合、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、

監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後、最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。

　また、当社は、上記のほか、会計監査人が適正に監査を遂行することが困難であると

認められる場合、およびその他必要と判断される場合は、監査等委員会は株主総会に

提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

（注）事業報告の記載金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てており、比率は四捨五入

により表示しております。

－ 17 －
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事業報告作成後に生じた会社の状況に関する重要な事実

自己株式の取得と自己株式の公開買付けについて

　当社は、2018年２月21日付の取締役会において、会社法（2005年法律第86号。その後の改正を

含みます。以下同じ。）第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条第１項および

当社定款の規定に基づく自己株式の取得およびその具体的な取得方法として、自己株式の公開買付け

を行うことを決議いたしました。

　(1) 買付け等の目的

当社は、当社の資本政策の方針のもと、比較的短期間に一定規模の自己株式を取得することに

より、１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）や自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）等の資本効率の

向上および株主のみなさまへの利益還元が期待できるという観点から、当社の大株主である

株式会社リコー（以下、リコーといいます。）に対して、その保有する当社普通株式の全部の

当社への売却の検討を打診したところ、リコーよりその保有する当社普通株式の全部を当社へ

売却することを検討する旨の連絡を受けました。

　当社は、その後直ちに、当該株式を自己株式として取得する具体的な方法を検討し、株主間の

平等性、取引の透明性の観点から、公開買付けの手法が適切であると判断いたしました。

　(2) 決議の内容

　　①　取得する株式の種類　　　　　　普通株式

　　②　取得する株式の総数　　　　　　19,000,100株（上限）

　　③　取得価額の総額　　　　　　　　70,000,000,000円（上限）

　　④　取得する期間　　　　　　　　　2018年２月22日から2018年４月30日まで

　(3) 公開買付け等の概要

　　①　買付け等の期間　　　　　　　　2018年２月22日から2018年３月22日まで（20営業日）

　　②　買付け等の価格　　　　　　　　普通株式１株につき、金3,275円

　　③　買付け予定の上場株券等の数　　19,000,000株

　　④　公開買付開始公告日　　　　　　2018年２月22日

　　⑤　決済の開始日　　　　　　　　　2018年４月13日

－ 18 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（2017年12月31日現在）

（単位　百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　  産 　  の 　  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

販 売 機 器

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

契 約 関 連 無 形 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

285,974

101,858

69,266

17,000

54,357

267

7,323

3,777

32,499

△376

597,944

410,192

73,145

67,382

111,800

151,375

591

5,897

141,092

76,557

50,098

14,437

46,659

31,792

2,448

257

13,119

△958

（ 負 　  債 　  の 　  部 ）

流 動 負 債 126,357

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 40,496

１年内返済予定の長期借入金 1,817

未 払 法 人 税 等 8,356

未 払 金 55,410

販 売 促 進 引 当 金 427

賞 与 引 当 金 2,521

役 員 賞 与 引 当 金 134

そ の 他 17,193

固 定 負 債 130,075

社 債 66,000

長 期 借 入 金 12,031

繰 延 税 金 負 債 26,198

退 職 給 付 に 係 る 負 債 20,358

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 30

環 境 対 策 引 当 金 90

そ の 他 5,365

負 債 合 計 256,432

（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 616,642

資 本 金 15,231

資 本 剰 余 金 450,568

利 益 剰 余 金 155,535

自 己 株 式 △4,692

その他の包括利益累計額 10,416

その他有価証券評価差額金 6,886

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 590

為 替 換 算 調 整 勘 定 12

退職給付に係る調整累計額 2,926

非 支 配 株 主 持 分 426

純 資 産 合 計 627,485

資 産 合 計 883,918 負 債 純 資 産 合 計 883,918

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てております。
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連 結 損 益 計 算 書

（ 2017年１月１日から ）2017年12月31日まで
（単位　百万円）

科 目 金 額

売 上 高 872,623

売 上 原 価 422,373

売 上 総 利 益 450,249

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 409,669

営 業 利 益 40,579

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金 470

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 61

そ の 他 943 1,475

営 業 外 費 用

支 払 利 息 539

そ の 他 1,655 2,195

経 常 利 益 39,859

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 489

投 資 有 価 証 券 売 却 益 368

段 階 取 得 に 係 る 差 益 53 910

特 別 損 失

経 営 統 合 関 連 費 用 903

減 損 損 失 598

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 28 1,530

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 39,240

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,985

法 人 税 等 調 整 額 1,051 14,036

当 期 純 利 益 25,203

非支配株主に帰属する当期純損失 △40

親会社株主に帰属する当期純利益 25,244

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2017年１月１日から ）2017年12月31日まで
（単位　百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

2 0 1 7 年 １ 月 １ 日 残 高 15,231 109,072 137,404 △4,593 257,114

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △7,113 － △7,113

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 25,244 － 25,244

自 己 株 式 の 取 得 － － － △111 △111

自 己 株 式 の 処 分 － 5 － 11 17

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

－ △72 － － △72

株 式 交 換 に よ る 増 加 － 341,562 － － 341,562

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ 341,496 18,131 △99 359,527

2 0 1 7 年 1 2 月 3 1 日 残 高 15,231 450,568 155,535 △4,692 616,642

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2 0 1 7 年 １ 月 １ 日 残 高 4,092 77 △3 △522 3,643 414 261,173

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △7,113

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － － － － － 25,244

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △111

自 己 株 式 の 処 分 － － － － － － 17

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

－ － － － － － △72

株 式 交 換 に よ る 増 加 － － － － － － 341,562

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

2,794 512 15 3,449 6,772 12 6,785

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

2,794 512 15 3,449 6,772 12 366,312

2 0 1 7 年 1 2 月 3 1 日 残 高 6,886 590 12 2,926 10,416 426 627,485

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てております。
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貸　借　対　照　表
（2017年12月31日現在）

（単位　百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　  産 　  の 　  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

そ の 他

18,685

5,062

943

97

155

11,899

60

465

456,534

76,863

22,760

1,705

32

52,364

32

27

5

379,639

379,080

28

530

（ 負 　  債 　  の 　  部 ）
流 動 負 債 2,757
未 払 金 1,963
未 払 費 用 1
未 払 法 人 税 等 463
預 り 金 18
賞 与 引 当 金 139
役 員 賞 与 引 当 金 114
そ の 他 55

固 定 負 債 67,220
社 債 66,000
繰 延 税 金 負 債 44
資 産 除 去 債 務 918
そ の 他 257

負 債 合 計 69,977
（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 405,241
資 本 金 15,231
資 本 剰 余 金 266,951
資 本 準 備 金 108,166
そ の 他 資 本 剰 余 金 158,784

利 益 剰 余 金 127,751
利 益 準 備 金 3,316
そ の 他 利 益 剰 余 金 124,434
圧 縮 記 帳 積 立 金 789
別 途 積 立 金 110,388
繰 越 利 益 剰 余 金 13,256

自 己 株 式 △4,692
純 資 産 合 計 405,241

資 産 合 計 475,219 負 債 純 資 産 合 計 475,219

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てております。
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損　益　計　算　書

（ 2017年１月１日から ）2017年12月31日まで
（単位　百万円）

科 目 金 額

売 上 高 82,139

営 業 収 益 11,565

売 上 高 及 び 営 業 収 益 合 計 93,705

売 上 原 価 44,086

売 上 総 利 益 38,053

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 37,234

営 業 費 用 9,507

販売費及び一般管理費並びに営業費用 46,741

営 業 利 益 2,877

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金 3,885

そ の 他 81 3,967

営 業 外 費 用

支 払 利 息 459

そ の 他 299 758

経 常 利 益 6,086

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 407

投 資 有 価 証 券 売 却 益 11 418

特 別 損 失

経 営 統 合 関 連 費 用 708

減 損 損 失 70 779

税 引 前 当 期 純 利 益 5,726

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 926

法 人 税 等 調 整 額 △191 735

当 期 純 利 益 4,990

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てております。
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株主資本等変動計算書

（ 2017年１月１日から ）2017年12月31日まで
（単位　百万円）

株 主 資 本 評価・換算
差 額 等

純資産
合 計資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他
利 益
剰余金
(注)１

利 益
剰余金
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

2017年１月１日残高 15,231 108,166 － 108,166 3,316 126,557 129,874 △4,593 248,679 4,070 252,750

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － － △7,113 △7,113 － △7,113 － △7,113

当 期 純 利 益 － － － － － 4,990 4,990 － 4,990 － 4,990

準備金の取崩 － － － － － － － － － － －

積立金の積立 － － － － － － － － － － －

積立金の取崩 － － － － － － － － － － －

自己株式の取得 － － － － － － － △111 △111 － △111

自己株式の処分 － － 5 5 － － － 11 17 － 17

株式交換による増加 － － 341,562 341,562 － － － － 341,562 － 341,562

会社分割による減少 － － △182,784 △182,784 － － － － △182,784 － △182,784
株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

－ － － － － － － － － △4,070 △4,070

事業年度中の変動額合計 － － 158,784 158,784 － △2,122 △2,122 △99 156,562 △4,070 152,491
2017年12月31日残高 15,231 108,166 158,784 266,951 3,316 124,434 127,751 △4,692 405,241 － 405,241

（注）１．その他利益剰余金の内訳 （単位　百万円）

そ の 他 利 益 剰 余 金

特別償却
準 備 金

圧縮記帳
積 立 金

地 域 社 会
貢献積立金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

その他利益
剰余金合計

2017年１月１日残高 1 849 561 110,388 14,756 126,557

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － △7,113 △7,113

当 期 純 利 益 － － － － 4,990 4,990

準備金の取崩 △0 － － － 0 －

積立金の積立 － － － － － －

積立金の取崩 － △26 △561 － 588 －

自己株式の取得 － － － － － －

自己株式の処分 － － － － － －

株式交換による増加 － － － － － －

会社分割による減少 △1 △33 － － 34 －
株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

－ － － － － －

事業年度中の変動額合計 △1 △59 △561 － △1,499 △2,122
2017年12月31日残高 － 789 － 110,388 13,256 124,434

２．記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2018年２月13日
コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 浜 嶋 哲 三 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 近 藤 　 敬 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 塚 原 克 哲 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、コカ・コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社
の2017年１月１日から2017年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制
を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの
評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
コカ・コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　連結注記表の会計方針等の変更に関する注記に記載されているとおり、会社および一部の連結子会社は当連結会計
年度より、有形固定資産（販売機器およびリース資産除く）の減価償却方法を定率法から定額法へ変更するとともに、
製造の用に供している機械装置の主な耐用年数を見直し、将来にわたり変更している。併せて、耐用年数経過後の
有形固定資産の残存価額を備忘価額まで切り下げている。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2018年２月13日
コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 浜 嶋 哲 三 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 近 藤 　 敬 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 塚 原 克 哲 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、コカ・コーラ ボトラーズジャパンホールディングス
株式会社の2017年１月１日から2017年12月31日までの2017年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属
明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの
評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属
明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用
方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討する
ことが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

強調事項
　個別注記表の会計方針等の変更に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度より、有形固定資産（販売
機器およびリース資産除く）の減価償却方法を定率法から定額法へ変更するとともに、製造の用に供している機械装置
の主な耐用年数を見直し、将来にわたり変更している。併せて、耐用年数経過後の有形固定資産の残存価額を備忘価額
まで切り下げている。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 26 －

会計監査人の監査報告書謄本
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監査等委員会の監査報告書　謄本

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、2017年１月１日から2017年12月31日までの2017年度の取締役の職務の執行について

監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　　　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の

内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等

からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明

するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

　　① 監査等委員会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な

会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を

調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換

を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　　② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組み並びに

会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及びその理由については、

取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

　　③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監査するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」を「監査に関する品質

管理基準」等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類及びその附属明細書

並びに連結計算書類について検討いたしました。

－ 27 －

監査等委員会の監査報告書謄本
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

 ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

 ② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。

 ③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は

認められません。なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において

有効である旨の報告を取締役等及び有限責任 あずさ監査法人から受けております。

 ④ 事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針については、指摘すべき事項は認めら

れません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本

方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年２月19日

コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社　監査等委員会

監査等委員(常勤) 田 口 忠 憲 
監査等委員 三 浦 善 司 
監査等委員 イリアル・フィナン 
監査等委員 ジョン・マーフィー 

（注）監査等委員 三浦善司、監査等委員 イリアル・フィナン、監査等委員 ジョン・マーフィーは、

「会社法」第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 28 －

監査等委員会の監査報告書謄本
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、当事業年度の業績および今後の経営環境等を総合的に勘案し、以下

のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　　①　配当財産の種類

金銭といたします。

　　②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金22円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は、4,493,567,342円となります。

　これにより、中間配当を含めますと、年間の配当金は１株につき44円となります。

　　③　剰余金の配当が効力を生じる日

2018年３月28日といたしたいと存じます。

－ 29 －

剰余金処分議案



2018/02/27 0:14:16 / 17355168_コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

　本株主総会の終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（５名）は任期

満了となります。

　つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名の選任をお願いいたしたいと

存じます。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

１

よし

吉
まつ

松
たみ

民
お

雄

(1947年２月10日生)

1969年３月

2000年３月

2004年３月

2006年３月

2006年７月

2007年３月

2009年１月

2009年３月

2010年１月

2016年６月

2017年４月

2018年１月

近畿コカ･コーラボトリング㈱入社

同社取締役

同社常務取締役

同社専務取締役

同社専務執行役員

コカ･コーラウエストホールディングス㈱取締役

同社専務執行役員

近畿コカ･コーラボトリング㈱代表取締役

同社社長

コカ･コーラウエスト㈱取締役

同社副社長

同社代表取締役

同社社長

西日本鉄道㈱社外取締役（現任）

コカ･コーラ ボトラーズジャパン㈱代表取締役

同社社長

コカ･コーライーストジャパン㈱代表取締役

同社社長

コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス㈱（当社）

代表取締役（現任）

当社社長（現任）

コカ･コーラ ボトラーズジャパン㈱

代表取締役（現任）

同社社長（現任）

11,196株

【選任理由】

　同氏は、営業、物流、経営企画部門における業務実績と、コカ･コーラボトラーの代表取締役や社長

としての豊富な経営経験を有し、現在も当社およびグループの統括責任者としてリーダーシップを

発揮していることから、同氏の能力・経験等を当社グループの経営に活かすため、取締役として

選任をお願いするものです。

－ 30 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

２

ヴ ィ カ ス ・ テ ィ ク

(1965年７月26日生)

1988年５月

1996年12月

1998年１月

2000年８月

2005年１月

2005年７月

2006年６月

2009年５月

2009年６月

2011年３月

2015年２月

2016年11月

2017年４月

2018年１月

DIAGEO PLC（The Pillsbury Company,USA）入社

同社（The Pillsbury Company,Australia）ＣＦＯ

同社（The Pillsbury Company,Asia-Pacific）ＣＦＯ

SOURCE MDXシニアバイスプレジデント兼ＣＯＯ

THE HERSHEY COMPANYアジアパシフィック担当

最高経営責任者(マネージングディレクター）

THE COCA-COLA COMPANY

〔ザ コカ･コーラ カンパニー〕

Ｍ＆Ａグループマネジャー

同社COCA-COLA AFRICA GROUP ＣＦＯ

日本コカ･コーラ㈱副社長兼ＣＦＯ

同社代表取締役副社長兼ＣＦＯ

コカ･コーラウエスト㈱社外取締役

THE COCA-COLA COMPANY

〔ザ コカ･コーラ カンパニー〕

COCA-COLA ASIA PACIFIC GROUP ＣＦＯ

コカ･コーライーストジャパン㈱

副社長執行役員

コカ･コーラ ボトラーズジャパン㈱代表取締役

同社副社長ＣＦＯ

コカ･コーライーストジャパン㈱取締役

コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス㈱（当社）

代表取締役（現任）

当社副社長ＣＦＯ（現任）

コカ･コーラ ボトラーズジャパン㈱

代表取締役（現任）

同社副社長ＣＦＯ兼ゼネラルマネジャー

トランスフォーメーション（現任）

－

【選任理由】

　同氏は、コカ･コーラボトラーの代表取締役および副社長執行役員やザ コカ･コーラ カンパニーに

おける豊富な経営経験とコカ･コーラ事業におけるグローバルな知見を有し、現在も当社および

グループの経営統合に関する責任者としてリーダーシップを発揮していることから、同氏の能力・

経験等を当社グループの経営に活かすため、取締役として選任をお願いするものです。

－ 31 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

３

こ

古
が

賀
やす

靖
のり

教

(1962年４月26日生)

1985年４月

2010年１月

2012年１月

2014年３月

2017年４月

2018年１月

北九州コカ・コーラボトリング㈱入社

コカ・コーラウエスト㈱執行役員

同社常務執行役員

同社取締役

コカ･コーラ ボトラーズジャパン㈱取締役

同社上席執行役員

コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス㈱（当社）

取締役（現任）

コカ･コーラ ボトラーズジャパン㈱

上席執行役員総務本部長（現任）

コカ･コーラ ボトラーズジャパンベネフィット㈱

代表取締役（現任）

同社社長（現任）

3,354株

【選任理由】

　同氏は、総務、人事、財務、経営企画など管理部門全般にわたる業務実績と、コカ･コーラ

ボトラーの取締役としての豊富な経営経験を有し、現在も当社およびグループの経営陣として

リーダーシップを発揮していることから、同氏の能力・経験等を当社グループの経営に活かすため、

取締役として選任をお願いするものです。

－ 32 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

４

コステル・マンドレア

(1974年７月21日生)

1998年10月

2006年９月

2010年１月

2013年１月

2015年１月

2015年７月

2016年３月

2017年４月

2018年１月

COCA-COLA MORINO BEVERAGES（ティミショアラ）

トレード・マネジャー（ルーマニアおよび

モルドバ担当）

COCA-COLA HELLENIC BOTTLING COMPANY

セントラル・オフィス（アテネ）

コマーシャル部門担当ディレクター

COCA-COLA HELLENIC BOTTLING COMPANY

EURASIA （モスクワ）キーアカウントディレクター

COCA-COLA HELLENIC BOTTLING COMPANY

本社ＲＴＭ担当ディレクター

コカ･コーライーストジャパン㈱常務執行役員

同社副社長執行役員

同社取締役

コカ･コーラ ボトラーズジャパン㈱取締役

同社上席執行役員

コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス㈱（当社）

取締役（現任）

コカ･コーラ ボトラーズジャパン㈱

上席執行役員営業本部長兼マーケティング

統括部長（現任）

－

【選任理由】

　同氏は、国内のコカ･コーラボトラーの取締役および副社長執行役員や海外数ヵ国のコカ･コーラ

ボトラーにおける営業責任者としての豊富な経営経験とコカ･コーラ事業におけるグローバルな知見を

有し、現在も当社およびグループの経営陣としてリーダーシップを発揮していることから、同氏の

能力・経験等を当社グループの経営に活かすため、取締役として選任をお願いするものです。

－ 33 －

取締役選任議案



2018/02/27 0:14:16 / 17355168_コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

５

よし

吉
おか

岡
 

　
ひろし

浩

(1952年10月26日生)

1975年４月

1979年１月

2001年10月

2003年４月

2005年11月

2008年４月

2009年４月

2013年７月

2017年４月

2018年１月

日本無線㈱入社

ソニー㈱入社

ソニー・エリクソン・モバイルコミュニケーションズ㈱

代表取締役社長

ソニー・エリクソン・モバイルコミュニケーションズＡＢ

ＣＶＰ

ソニー㈱業務執行役員ＳＶＰ

同社業務執行役員ＥＶＰ

同社執行役副社長

コカ･コーライーストジャパン㈱社外取締役

コカ･コーラ ボトラーズジャパン㈱社外取締役

コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス㈱（当社）

社外取締役（現任）

－

【選任理由】

　同氏は、コカ･コーラボトラーの社外取締役やソニー株式会社において培われた豊富な経営経験と

知見を当社グループの経営に活かしていただくため、取締役（社外取締役）として選任をお願いする

ものです。

(注)１．略歴における社名は、各時点における社名を記載しております。

　　２．取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者と当社との間における特別の利害関係はありません。

　　３．吉岡 浩氏は、社外取締役候補者であります。

(1)

(2)

(3)

同氏を社外取締役候補者とする理由は、上記の「選任理由」に記載のとおりであります。

同氏は、現に当社の社外取締役であり、社外取締役に就任してからの年数は、本株主総会の終結の

時をもって１年になります。

同氏については、当社が株式を上場している株式会社東京証券取引所および証券会員制法人

福岡証券取引所に対し、各取引所の規則等に定める「独立役員」として届出を行っております。

同氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員とする予定です。

(4)

(5)

現在、当社は同氏との間に責任限定契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、当該契約

を継続する予定であります。その契約の内容の概要は､取締役（業務執行取締役等であるものを

除く。）が、その任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合、その職務を行うにあたり善意で

かつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償

責任を負うものであります。

同氏は、2012年12月31日をもって、ソニー株式会社の執行役副社長を退任されております。

－ 34 －

取締役選任議案
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第３号議案　監査等委員である取締役１名選任の件

　本株主総会の終結の時をもって、監査等委員である取締役 田口忠憲氏は任期満了となります。

　つきましては、監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 の 数

た

田
ぐち

口
ただ

忠
のり

憲

(1951年12月１日生)

1970年４月

2005年４月

2006年７月

2007年４月

2009年１月

2011年１月

2012年１月

2013年１月

2013年３月

2016年３月

2017年４月

2018年１月

日米コカ･コーラボトリング㈱入社

コカ･コーラウエストジャパン㈱執行役員

コカ･コーラウエストホールディングス㈱執行役員

同社グループ執行役員

コカ･コーラウエスト㈱グループ執行役員

同社常務執行役員

同社グループ上席執行役員

南九州コカ･コーラボトリング㈱常務執行役員

同社専務執行役員

コカ･コーラウエスト㈱監査役（常勤）

同社取締役（監査等委員）（常勤）

コカ･コーラ ボトラーズジャパン㈱

取締役（監査等委員）（常勤）

コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス㈱（当社）

取締役（監査等委員）（常勤）（現任）

4,345株

【選任理由】

　同氏は、コカ・コーラボトラーの財務および経営企画部門における業務実績を通じて、財務

および経理に関する豊富な経験を有し、かつ、これまでのコカ・コーラボトラーの監査役および

監査等委員である取締役としての監査経験を通じて、当社グループの事業に関する広範で深い知識、

知見を有していることから、これらの能力・経験等を当社グループの経営および監査に活かすため、

監査等委員である取締役として選任をお願いするものです。

（注）１．略歴における社名は、各時点における社名を記載しております。

　　　２．監査等委員である取締役候補者と当社との間における特別の利害関係はありません。

３．現在、当社は田口忠憲氏との間に責任限定契約を締結しており、同氏の再任が承認された場合、

当該契約を継続する予定であります。その契約の内容の概要は､取締役（業務執行取締役等である

ものを除く。）が、その任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合、その職務を行うにあたり

善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として

損害賠償責任を負うものであります。

－ 35 －

監査等委員選任議案
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第４号議案　会計監査人選任の件

　当社の会計監査人である有限責任 あずさ監査法人は、本株主総会終結の時をもって任期満了に

より退任となります。

　つきましては、監査等委員会の決定に基づき、新たに新日本有限責任監査法人を会計監査人に選任

することにつきご承認をお願いいたしたいと存じます。

　なお、監査等委員会が、新日本有限責任監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、現会計

監査人の継続監査年数を考慮し、当社の会計監査人の選定基準および評価基準に従い、独立性、品質

管理体制およびグローバルな監査体制等を総合的に検討した結果、新たな視点での監査が期待できる

と判断したためであります。

　会計監査人候補者は次のとおりであります。

名 称 新日本有限責任監査法人

主たる事務所
の 所 在 地

東京都千代田区内幸町二丁目２番３号　日比谷国際ビル

沿 革 1967年１月 監査法人太田哲三事務所設立

1969年12月 昭和監査法人設立

1985年10月 上記２法人の合併により、太田昭和監査法人設立

1986年１月 センチュリー監査法人設立

2000年４月 上記２法人の合併により、監査法人太田昭和センチュリー設立

2001年７月 新日本監査法人に名称変更

2008年７月 有限責任監査法人に移行、新日本有限責任監査法人に名称変更

構 成 人 員 公認会計士　　　　　3,312名

その他監査従事者　　　842名

その他職員　　　　　1,884名

合計　　　　　　　　6,038名

被監査会社数 3,967社

資 本 金 993百万円

（2017年12月31日現在）

－ 36 －

会計監査人選任議案
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第５号議案　業務執行取締役に対する業績連動型株式報酬制度に係る報酬決定の件

　今般、当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除き、以下、業務

執行取締役といいます。）が株価変動のメリットとリスクを株主のみなさまと共有し、中長期的な

企業価値向上および株価上昇への貢献意欲を従来以上に高めることを目的として、業務執行取締役に

対し、業績連動型株式報酬制度として当社普通株式および金銭を下記のとおり支給するパフォーマン

ス・シェア・ユニット制度（以下、本制度といいます。）を導入いたしたいと存じます。

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は、2017年３月22日開催の2016年度

定時株主総会において年額750百万円以内（うち社外取締役分年額50百万円以内）として

ご承認をいただいており、当社における業務執行取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案

いたしまして、上記当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額の範囲内にて、

業務執行取締役に対する本制度に関する報酬等として支給する金銭報酬債権および金銭の総額を

設定いたしたいと存じます。

　本制度に基づく報酬等の支給は、当社における業務執行取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に

勘案して決定しており、その内容は相当なものであると考えております。

　なお、現在の監査等委員である取締役を除く取締役は５名（うち業務執行取締役４名）であり、

第２号議案のご承認が得られた場合でも同様となります。

記

(1) 本制度の概要

　本制度は、本制度の対象となる業務執行取締役（以下、支給対象取締役といいます。）に対し、

連続する３事業年度（以下、対象期間といいます。なお、当初の対象期間は、2018年12月31日に

終了する事業年度から2020年12月31日に終了する事業年度までとし、2018年12月31日に終了する

事業年度の翌事業年度以降も、新たな事業年度が始まるごとに連続する３事業年度を対象期間と

して、本株主総会で承認を受けた範囲内で本制度を継続することを予定しております。）中の

当社業績等の数値目標を当社取締役会においてあらかじめ設定し、当該数値目標の達成率等に

応じた数の当社普通株式および金銭を、対象期間分の報酬等として支給する業績連動型の株式

報酬制度です。

　したがって、上記数値目標の達成率等に応じて当社普通株式および金銭を支給するものである

ことから、本制度の導入時点では、当社普通株式および金銭を支給するか否かならびに支給する

株式の数および金銭の額は確定しておりません。

－ 37 －

業績連動型株式報酬議案
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(2) 本制度の仕組み

　本制度の具体的な仕組みは以下のとおりであります。

①　支給対象取締役は、業務執行取締役とします。

②　当社は、対象期間開始後３ヵ月以内に、各支給対象取締役の職位に応じた基準金額ならびに

各支給対象取締役に支給する当社普通株式の数および金銭の額の具体的な算出にあたって

必要となる各数値目標（ＲＯＥ、売上高等により設定されます。）や支給率、算式等を当社

取締役会において決定します。

③　当社は、対象期間満了後、当該対象期間における当社業績等の数値目標の達成率等に応じて

定められた一定の係数に従い、各支給対象取締役に支給する当社普通株式の数および金銭の

額を決定します。

④　当社は、上記③で決定された各支給対象取締役に支給する当社普通株式の数に応じ、現物

出資に供するための金銭報酬債権を各支給対象取締役に支給し、各支給対象取締役は、当該

金銭報酬債権の全部を現物出資の方法により給付することにより、当社普通株式の割当てを

受けます。なお、当社普通株式の払込金額は、その株式発行または自己株式の処分に係る

当社取締役会決議の日の前営業日における株式会社東京証券取引所における当社普通株式の

終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）とします。

⑤　当社は、上記④の当社普通株式の割当てに伴う各支給対象取締役の納税資金確保のため、

上記④で設定する金銭報酬債権に加えて、上記③で決定された額の金銭を各支給対象取締役

に支給します。

－ 38 －

業績連動型株式報酬議案
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(3) 本制度に基づき各支給対象取締役に支給する当社普通株式の数および金銭の額の算定方法

　当社は、以下の計算式に基づき、各支給対象取締役に支給する当社普通株式の数および金銭の

額を算定します。

①　各支給対象取締役に支給する当社普通株式の数

（基準金額（※１）÷付与時株価（※２））×支給率（※３）×50％

計算の結果生じる100株未満の端数は、100株単位に切上げます。

②　各支給対象取締役に支給する金銭の額

｛（基準金額（※１）÷付与時株価（※２））×支給率（※３）

－支給する当社普通株式の数｝×交付時株価（※４）

計算の結果生じる１円未満の端数は、１円単位に切上げます。

※１基準金額は、各支給対象取締役の職位に基づき、当社取締役会で支給対象取締役ごと

に決定されます。

※２付与時株価は、本株主総会開催日の前日を起算日とする前１ヵ月間の株式会社

東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均額とします。

※３支給率は、対象期間のＲＯＥや売上高等の目標達成度に応じて、当社取締役会に

おいて定める方法により０％から150％の範囲で算定されます。

※４交付時株価は、本制度に基づき支給する株式の発行または処分に係る当社取締役会

決議の日の前営業日における株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値

（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）とします。

　なお、上記(2)④の金銭報酬債権および上記(2)⑤の金銭の額の総額は、2017年３月22日開催の

2016年度定時株主総会においてご承認いただいた当社の取締役（監査等委員である取締役を

除く。）の報酬額（年額750百万円以内、うち社外取締役分年額50百万円以内）の範囲内と

します。また、当社が各支給対象取締役に対し(3)①により割当てる当社普通株式の総数は

50,000株を上限とします。ただし、本議案の決議の日以降、当社の発行済株式総数が、株式併合、

株式分割、株式無償割当て等によって増減した場合、各支給対象取締役に支給する金銭報酬債権

と金銭の額の総額および各支給対象取締役に支給する当社普通株式の総数は、その比率に応じて

合理的に調整するものとします。

－ 39 －

業績連動型株式報酬議案
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(4) 支給対象取締役に対する当社普通株式の支給要件

　本制度においては、対象期間が終了し、以下の要件を満たした場合には、各支給対象取締役に

対して当社普通株式および金銭を支給します。当社が当社普通株式を支給する際は、当社による

株式発行または自己株式の処分により行われ、当社普通株式を支給する対象となる支給対象

取締役および当該株式発行または自己株式の処分に係る募集事項は、対象期間経過後の当社

取締役会において決定します。

①　対象期間中に支給対象取締役が継続して当社もしくは当社子会社の取締役または執行役員の

いずれかの地位にあったこと

②　当社取締役会で定める一定の非違行為がなかったこと

③　その他本制度の趣旨を達成するために必要なものとして当社取締役会が定める要件を充足

すること

(5) 退任時の取扱い

　支給対象取締役が対象期間中に当社または当社子会社の取締役および執行役員の地位を喪失

した場合であっても、当社取締役会であらかじめ定める事由による地位喪失の場合に限り、

対象期間における地位喪失時までの在任期間に応じて当社取締役会において定める合理的な

方法に基づき按分した数の当社普通株式および金銭を支給します。

【ご参考】

　当社は、本議案が承認可決されることを前提に、当社および当社子会社の執行役員に対しても、

本議案と同様の業績連動型株式報酬制度を導入する予定です。

以　上

－ 40 －

業績連動型株式報酬議案
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鳳凰の間（株主総会会場）

開催場所

交通のご案内

館内詳細図

東京プリンスホテル
２階「鳳凰」の間
東京都港区芝公園三丁目３番１号
電話 (03)5400-1111（ホテル代表番号）

都営地下鉄三田線
❶御成門駅（Ａ１出口）から徒歩１分
都営地下鉄浅草線・大江戸線
❷大門駅（Ａ６出口）から徒歩７分

２F

１F

株主総会会場ご案内図

JR線・東京モノレール
❸浜松町駅（北口）から徒歩10分

世界貿易
センタービル

芝大神宮

浜松町駅

大門駅

芝公園駅 御成門駅

東京モノレール

▼

田町駅

▼

三田駅

都営地下鉄三田線

第一京浜第一京浜

日比谷通り

新橋駅 ▼

銀座駅 ▼

ＪＲ山手線・京浜東北線

港区役所

みなと図書館
増上寺

会場入口

正面玄関

ザ・プリンス
パークタワー東京

芝公園

東京タワー

都
営
地
下
鉄
大
江
戸
線

都営地下鉄浅草線

❸北口

❶A１出口

❷A６出口

東京プリンス
ホテル

(受付および株主控室)
マグノリアホール

エレベーター
ホール
エレベーター
ホール

鳳凰の間
（株主総会会場）

喫煙所 化粧室化粧室

化粧室化粧室

化粧室化粧室

化粧室化粧室

クローク
ロビー フロント

正面玄関正面玄関

エレベーター
ホール
エレベーター
ホール
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